
株式会社ジョイフル本田 証券コード：3191

インターネットまたは郵送によ
り、議決権行使をお願い申し上
げます。スマートフォンで簡単
に議決権をご行使いただけます。

QRコードによる
議決権行使
議決権行使書用紙▶
をご用意ください

第50期
定時株主総会招集ご通知
日 時 2025年9月18日（木曜日）

午後2時00分（受付開始 午後1時00分）

場 所
茨城県つくば市吾妻１丁目1364-１
ホテル日航つくば
別館１階 昴 （裏表紙の地図ご参照）

事前の議決権行使について

議決権行使期限：2025年9月17日（水曜日）午後6時45分
議決権行使方法に関するご案内は4〜5頁をご覧ください。

●ご来場の株主様へのお土産、駐車券
のご用意はございません。
何卒ご理解賜りますようお願い申し
上げます。

株主総会ライブ配信と事前質問受付について

●株主総会の模様をインターネットによる
ライブ配信でご覧いただけます。
また、当日の株主総会の模様は、後日オ
ンデマンド配信でもご覧いただけます。

●インターネットによる事前の質問をお受
けいたします。

（詳細は「株主総会ライブ配信のご案内」および「事前
質問受付についてのご案内」をご覧ください。）

事前質問受付期限
2025年9月11日（木曜日）
午後5時まで
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株主の皆様へ

私たちは、常に革新と挑戦を続け、
地域の皆様に愛される 笑顔と活気あふれるお店づくりを推進します。

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り誠にありがとうございます。
1975年に創業者本田昌也が「やる以上はお客様に喜ばれる日本一のホームセンターをめざそう」

と決意し、「ジョイフル本田」を設立してから約半世紀が経ち、今年、当社は創業50周年を迎えまし
た。長年にわたりジョイフル本田を支えてくださった株主の皆様に、心より感謝申し上げます。こ
の間、私たちは「お客様の喜びが私たち（企業）の喜び」という価値観を大切にし、常にチャレン
ジを続けてまいりました。
社名の「ジョイフル本田」には、笑顔と楽しむこと、お客様と共に喜び夢を創っていくこと、と

いう思いが込められています。ニーズやチャネルが多様化する昨今でも、地域社会の喜びが私たち
の喜びであり、お客様の「不」を解消すること、新たな価値を提供すること、それが創業以来のス
タイルです。
当社は、ホームセンターの枠にとらわれずに、地域の皆様と強い信頼関係で結ばれ、愛されるお

店を築いてまいります。また、社員がその地域で働くこと、当社のお店で働くことに、喜びをもっ
て誇れるお店づくりをめざします。
平時はもちろん、困ったときこそ、「ジョイフル本田に行ってみよう！」と一番に思い浮かぶよう

なお店であるための「革新」と「挑戦」を継続してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2025年８月
株式会社ジョイフル本田

代表取締役社長 平山 育夫
目次
株主の皆様へ・・・・・・・・・・・ 1 株主総会参考書類・・・・・・・・・・・・・43
第50期定時株主総会招集ご通知・・・・ 2 議案および参考事項
事業報告・・・・・・・・・・・・・・ 9 第１号議案 取締役５名選任の件・・・・・43
計算書類・・・・・・・・・・・・・・35 第２号議案 監査役３名選任の件・・・・・50
監査報告書・・・・・・・・・・・・・39 第３号議案 補欠監査役１名選任の件・・・53

上記目次は当社ウェブサイト等に掲載の招集ご通知にかかるものです。
招集ご通知に記載のURLにアクセスのうえご確認くださいますようお願い申し上げます。
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証券コード 3191
2025年９月２日

（電子提供措置の開始日 2025年８月25日）
株 主 各 位

茨城県土浦市富士崎一丁目16番２号
株式会社ジョイフル本田
代表取締役社長 平 山 育 夫

第50期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第50期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本総会の状況につきましては、株主の皆さまに向けて、インターネットにてライブ配

信をいたします。株主総会のライブ配信をご視聴される場合や当日ご来場されない場合
は、議決権行使方法に関するご案内（４〜５頁）をご覧のうえ、書面または電磁的方法
（インターネット等）により2025年９月17日（水曜日）午後６時45分までに議決権を
行使してくださいますようお願い申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウ

ェブサイトに「第50期定時株主総会招集ご通知」および「第50期定時株主総会その他
の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しておりま
すので、以下の当社ウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し
上げます。
当社ウェブサイト
https://www.joyfulhonda.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービ
ス）にアクセスいただき、銘柄名「ジョイフル本田」または証券コード「3191」を入
力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」、「株主総会招集通知/株主総会資料」を
選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

敬 具
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記
1. 日 時 2025年９月18日（木曜日）午後２時00分（受付開始 午後１時00分）
2. 場 所 茨城県つくば市吾妻１丁目1364-１

ホテル日航つくば 別館１階 昴
3. 目的事項

報告事項 第50期（2024年６月21日から2025年６月20日まで）事業報告
および計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ご自宅等で株主総会の模様をご覧いただけるように、インターネットライブ配信（生中継）を
行います。また、当日の株主総会の模様は、後日オンデマンド配信にてご視聴いただけます。

◎株主総会ライブ配信では、ご視聴のみとなるためご質問・採決へのご参加等はできませんので
あらかじめご了承ください。

◎書面交付請求されていない株主様には、本招集ご通知のみをご送付しております。
◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令および当社定款の規定に基づき、
次の事項を記載しておりません。なお、監査役および会計監査人は次の事項を含む監査対象書
類を監査しております。
①事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」
②計算書類の「個別注記表」

◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している当社ウェブサイトおよび東証ウェブサ
イトに修正内容を掲載させていただきます。

株主総会決議ご通知についてのご案内
資源節約のため、決議ご通知の送付を取りやめさせていただいております。株主総会終了後、当
社ウェブサイトに決議内容を掲載いたしますので、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げま
す。
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インターネットによる議決権行使のご案内については次頁をご参照ください。
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議決権行使方法に関するご案内
株主総会にご出席いただく場合
開催日時 2025年９月18日（木曜日）午後２時00分（受付開始 午後１時00分）

議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご捺印は不要です。）
なお、株主でない代理人および同伴の方など、議決権を行使することがで
きる株主以外の方はご入場いただけません（お身体の不自由な株主様の同
伴の方を除きます。）ので、ご注意ください。
書面による議決権行使
行使期限 2025年９月17日（水曜日）午後６時45分到着分まで
各議案の賛否を議決権行使書用紙にご記入のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛
成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

インターネットによる議決権行使
行使期限 2025年９月17日（水曜日）午後６時45分送信分まで
議決権行使サイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/ にアクセスし、
画面の案内に従い、各議案の賛否をご入力ください。

（1）行使期限は2025年９月17日（水曜日）午後６時45分までとなっており、同時刻まで
に入力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

（2）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネット
によるものを有効とします。複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とし
ます。

（3）パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の株主総会のみ有効です。
次回の株主総会時は新たに発行いたします。

（4）インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

機関投資家の
皆様へ

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前
に申し込まれた場合には、当該プラットフォームより議決権を行使いただけます。
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議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

「スマートSR」画面上部の「議決権行使サイトへ」ボタ
ンをタップします。以降は画面の案内に従って賛否をご
入力ください。

※ 「QRコード」 は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※通信環境の影響等により接続しづらい場合は、時間を置いて再度アク
セスしてください。

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で
すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力して
ログイン、再度議決権行使をお願いいたします。

1

2

「議決権行使サイトへ」
をタップ

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「議決権行使コード」
を入力

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「次へ」をクリック

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」を
ご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力
ください。

「次へすすむ」をクリック

1

2

3

4

招集ご通知
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマートSR」

議決権行使コードおよびパスワードを入力することな
く議決権行使ウェブサイトにログインすることができ
ます。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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「スマートSR」について

「スマートSR」とは、みずほ信託銀行が提供する、当社と株主様との対話のDX化を推進するWebサービスで、
議決権行使書のQRコードを読み取ることで、IDパスワードの入力不要でログインでき、各種機能をご利用いた
だけます。
「スマート行使」へのアクセスは、「スマートSR」ログイン後に【議決権行使サイトへ】ボタンを押下してくだ
さい。
その他ご利用いただける機能については、ログイン後の画面にてご確認ください。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

ご利用期間

本通知受領後〜株主総会終了後３か月後まで
（緊急メンテナンス等を除き、24時間ご利用いただけます）

ログイン方法
１ QRコード読取による方法
・同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマートフォン等でお読み取りください（IDおよびパスワ
ードのご入力は不要です）。

・QRコードは株主総会の都度、新たに発行いたします。

２ ID・パスワード入力による方法
・下記URLにアクセスいただき、議決権行使書用紙右片の裏面に記載のIDおよびパスワードにてログインしてく
ださい。
ログインURL：https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

・IDおよびパスワードは株主総会の都度、新たに発行いたします。
・パスワードは、ご利用される方が株主様ご本人であることを確認する手段ですので大切にお取り扱いくださ
い。

・パスワードは一定回数以上連続して誤ってご入力をされると使用できなくなります。その場合は、画面の案内
に従ってお手続きください。

ご注意事項
※通信環境の影響等により「スマートSR」がご利用いただけない場合は、議決権行使書用紙右片の裏面をご参照いただき、「議決
権行使ウェブサイト」へログインのうえ、議決権行使をお願いいたします。

※通信料金等は株主様のご負担となります。
※「スマートSR」の操作方法等に関するお問い合わせ先（みずほ信託銀行証券代行部）
フリーダイヤル 0120−768−524（年末年始を除く ９：00〜21：00）
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※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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株主総会ライブ配信のご案内
定時株主総会の模様は、インターネット上でライブ配信
いたします。当日会場にご来場されない株主様は是非ご
自宅等でご視聴ください。
株主総会終了後、同ウェブサイトにてオンデマンド配信
（当日の録画映像の配信）を予定しております。
（ご注意）
ご視聴の株主様におかれましては、会社法上の株主総会
の出席とはならず、当日の議決権行使やご質問をお受け
することができませんので、ご了承ください。
また、議決権行使は事前にお済ませください。

配信日時

2025年９月18日（木曜日）
午後２時から株主総会終了時刻まで
※ライブ配信サイトには、開始30分前からアクセス可能です。
※オンデマンド配信は10月初旬より3か月程度を予定しており
ます。

視聴方法
１．スマートフォン・タブレット端末等で視聴する場合
１ 議決権行使書用紙右下に記載のQRコ

ードを読み取ります。
２「スマートSR」画面の「株主総会ライ

ブ配信サイトへ」ボタンをタップし
てください。

３「株主総会ライブ配信サイト」に遷移
します。以降は画面の案内に従って
ご視聴ください。

２．PC等で視聴する場合
１ 以下のURLより議決権行使書用紙右片の裏面に記載の議決権行使コード・

パスワードをご入力のうえ、「スマートSR」へログインしてください。
「スマートSR」URL https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

２「スマートSR」画面の「株主総会ライブ配信サ
イトへ」ボタンをクリックしてください。以降
は画面の案内に従ってご視聴ください。

ご注意事項
● 事前に議決権行使をされる場合も、当日のライブ配信をご覧いただくことができます。
● ライブ配信の視聴方法等に変更がある場合は、当社ウェブサイト（https://www.joyfulhonda.co.jp/ja/index.html）でお知らせいたします。
● 当日ご出席いただいた株主様の容姿は映さないように配慮いたしますが、やむを得ず映り込んでしまう場合がご

ざいます。あらかじめご了承ください。
● ライブ配信をご覧になるための「ID」および「パスワード」を第三者に共有すること、ライブ配信の模様を録

音、録画、公開等することは、お断りいたします。
● ご使用のPC環境や、インターネットの接続環境等により、映像や音声に不具合が生じる場合がございます。
● ご覧いただく場合の通信料金等は、株主様のご負担となります。

お問合せ先

みずほ信託銀行 証券代行部

0120-288-324
（平日９：００−１７：００）
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事前質問受付についてのご案内
株主の皆様から、本株主総会の目的事項に関するご質問を
「スマートSR」サイトにてお受けします。
株主様のご関心が特に高いと思われるご質問については、
株主総会にて「事前質問に対するご回答」として回答させ
ていただく予定です。

受付期間

2025年９月11日（木曜日）午後５時まで

受付方法

１．スマートフォン・タブレット端末等で入力する場合
１ 議決権行使書用紙右下に記載のQRコ

ードを読み取ります。
２「スマートSR」画面の「株主総会事前

質問はこちら」ボタンをタップして
ください。

３「事前質問」画面に遷移します。以降
は画面の案内に従ってご入力くださ
い。

２．PC等で入力する場合
１ 以下のURLより議決権行使書用紙右

片の裏面に記載の議決権行使コー
ド・パスワードをご入力のうえ、「ス
マートSR」へログインしてください。
「スマートSR」URL
https://smart-sr.m041.mizuho-tb.co.jp/SA

２「スマートSR」画面の「株主総会事前
質問」ボタンをクリックしてくださ
い。

３「事前質問」画面に遷移します。以降
は画面の案内に従ってご入力くださ
い。

ご留意事項
●ご質問は、本株主総会の目的事項に関する内容に限らせていただきます。
●ご質問は株主様お一人につき３問まで、１問あたり２００字以内でお願いいたします。
●すべてのご質問に対して回答をお約束するものではございません。また、個別の回答はいたしかねますのであらかじめご了承ください。
●ご利用いただくための通信料金等は、株主様のご負担となります。
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事 業 報 告
（2024年６月21日から2025年６月20日まで）

1. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当事業年度における我が国の経済は、個人消費の復調や好調なインバウンド需要に支えら
れ緩やかな景気回復が見られる一方、米国の経済政策の転換や中国経済の停滞、世界的な政
情不安による地政学的リスク、原材料価格や物流コストの上昇に伴う物価高騰等の影響によ
り、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境の下、当社は当事業年度の基本方針に「ジョイフル本田のファンをつ
くる！！」を掲げ、前事業年度の基本方針「原点回帰と新しい企業文化の創造」を踏襲しつ
つ当社の現状を踏まえた次の５つのテーマを策定し業務に取り組んでまいりました。
①「人への投資」
②「お客様の問題解決に本気で取り組む」
③「デジタル戦略」
④「既存店の魅力をあげるための投資」
⑤「積極的出店できる体制の構築」

「人への投資」においては、創業50周年を迎えるにあたり福利厚生の推進策としてジョ
イフル本田グループ従業員持株会を通じて、当社従業員へ譲渡制限付株式を付与いたしまし
た。これにより当社株主の皆様との一層の価値共有を図り、また持続的な企業価値向上のた
めのインセンティブを与えることで、人的資本の強化につながり、職場環境の改善とともに
当社従業員の意識改革にも努めました。さらに、女性活躍推進の観点から女性の売場担当責
任者を増やし、多様な視点にもとづく考える接客を実践することで、販売促進を強化いたし
ました。

「お客様の問題解決に本気で取り組む」においては、成長可能な店舗づくりのために店舗
教育課を設置し、売場担当者の専門性を高める「スキルマップ」を作成いたしました。今
後、スキルマップの活用により、専門知識の習得・技術承継による接客力を強化してまいり
ます。またリアル店舗である当社の強みを活かし修理室専門の教育チームによる指導も行っ
てまいります。
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「デジタル戦略」においては、将来における多店舗展開等を視野に入れた物流体制の構築
を目的に2025年４月、物流センター（ＴＣ）を開設し運用を開始いたしました。物流セン
ターの稼働に伴い店舗における検品時間、品出し時間等の短縮につながり、この改善効果に
より捻出した時間を接客時間等の業務に割り当てることで、効果的な店舗運営が可能となり
ました。今後も物流センターの導入取引事業者を順次拡大してまいります。また、フルセル
フレジの導入による業務の効率化を推進、接客時間を確保することで顧客接点の拡大を図
り、さらにモバイル端末の活用推進による検品・発注・伝票起票等の業務時間を削減、生産
性向上に向けて運営体制を整備いたしました。

「既存店の魅力をあげるための投資」においては、売場ゾーニングの見直しやお客様の利
便性が向上する魅力あるテナント等の誘致を積極的に推進したほか、2025年6月には、荒
川沖店(茨城県土浦市)、古河店(茨城県古河市)、幸手店(埼玉県幸手市)のほか、対象11店
舗、16施設への太陽光発電設備の設置が完了、うち10店舗では蓄電池が併設され、本格稼
働がスタートいたしました。すべての太陽光設備の稼働により年間の総発電量は約1,000万
kWｈとなり、太陽光パネルを設置した施設全体の約25%の電力を屋根上で賄うことになり
ます。これにより年間約3,800トンのCO2排出量削減を見込んでおります。また千葉ニュ
ータウン店の広大な駐車場を利用したソーラーカーポートが2025年6月に完成、既存の屋
根上設置型の太陽光発電と合わせて環境価値を補填することにより、さらに電力自給率を高
め電気代の削減に寄与しております。

「積極的出店できる体制の構築」においては、新店改装課を設置し店舗の新フォーマット
を活用、店舗規模・敷地面積に応じて柔軟に対応することで、スピーディーな出店体制を構
築しております。当事業年度においては、2025年６月に群馬県伊勢崎市にペット専門店
「Pet̓ s CLOVER」の２号店と新業態である「ジョイフル本田 資材館」をオープンいたしま
した。「ジョイフル本田 資材館」は、プロショップ「本田屋」のプロユース向けの工具、作
業用品の品揃えに加え、業務用塗料、養生資材、電設資材、給水部材、非住宅設備等の現場
に必要な資材を供給する新業態の店舗であり、今後も利便性と効率性を重視した「資材館」
モデルの店舗についても順次拡大してまいります。

主要テーマの施策のほかにも様々な取り組みを実行いたしました。
資本政策にかかる取り組みとしては、一部株主様からの当社株式の売却意向を踏まえ、当

社株式の円滑な売却機会の提供と株主構成の能動的な再構築を図ることを目的に当社株式の
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売出しを実施いたしました。また株主還元の強化と資本効率の向上を図り、売出しに伴う当
社株式需給への影響等を鑑み、株式の売出しと同時に自己株式の取得も実施いたしました。
また当社の株主優待制度については、より多くの株主の皆様にファンとなっていただき、中
長期的に当社株式を保有していただける株主様の拡大と株主優待制度の一層の拡充を図るこ
とを目的に株主優待制度を変更いたしました。通常優待の贈呈額を増額するとともに、毎年
6月20日の基準日において、3年以上継続保有している株主様を対象に、ワンランク上の株
主優待品を贈呈する「長期保有株主優待制度」も新設いたしました。

企業評価における取り組みとしては、当社の事業内容および財務状況について、第三者機
関からの客観的評価として、株式会社格付投資情報センター（Ｒ&Ｉ）による発行体格付
「A−」、方向性「安定的」を取得いたしました。本件の格付取得により経営の透明性と対外
的な信用力を高め、企業価値の向上と今後の資金調達の多様化につなげてまいります。ま
た、ESG投資の世界的な評価指標であるMSCIレーティング(注)において「AA」評価を獲得
いたしました。MSCIレーティングは、業界固有のESGリスクおよび同業他社と比較した当
該リスクに対する管理能力を評価するもので、当社のESGに対する取り組みが評価され、昨
年の「A」評価から「AA」評価へ格上げされました。

これらの取り組みのほか、当社は地域社会の一員として、各自治体等と連携した防災・災
害対応等の強化を積極的に進めており、当事業年度は新たに埼玉県北葛飾郡杉戸町、茨城県
ひたちなか市、群馬県北群馬郡吉岡町、群馬県太田市、茨城県取手市のほか、株式会社
NTTドコモと災害時における相互協力に関する協定等を締結いたしました。本件により、
これまでに21の自治体等１事業者等との災害時における支援協力に関する協定等を締結い
たしました。

以上の結果、当事業年度の売上高は1,289億80百万円（前事業年度比1.6%増）、営業利
益は107億48百万円（前事業年度比1.7%増）、経常利益は118億78百万円（前事業年度比
2.0%増）、当期純利益は83億27百万円（前事業年度比8.4%減）となりました。

(注)株式会社ジョイフル本田によるMSCI ESG Research LLCまたはその関連会社（以下「MSCI」）のデータの使用、および

MSCIのロゴ、商標、サービスマークまたはインデックス名称の使用は、株式会社ジョイフル本田の後援、推奨、または広告

宣伝に相当するものではありません。MSCIのサービスおよびデータは、MSCIまたはその情報提供者の財産であり、その情

報は現状のまま無保証で提供されます。MSCIの名称およびロゴは、MSCIの商標またはサービスマークです。
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（主要分野別の状況）
当事業年度における、主要分野別の状況は以下のとおりとなっております。

① 「住まい」に関する分野
原材料価格の高騰や温暖化による二季化の進行、防災防犯関連需要の高まりがより鮮明に

顕在化している市場環境の中、資材・プロ用品関連では建築コストの上昇や職人不足から新
築着工件数が低迷、木材・建築資材が低調だった半面、「本田屋」はじめ同売場ブランドの
インショップ化推進によりプロ向け商材は好調に推移しました。一方で猛暑の影響によりガ
ーデニングなどの屋外作業は敬遠される傾向が強まり、花苗・野菜苗および関連カテゴリが
苦戦しましたが、空調衣料やタイムパフォーマンスを改善する機械関連、夏物家電や遮熱商
材、涼感アイテム等は好調に推移しました。また、気象庁による南海トラフ地震の臨時情報
の発表を受け、防災意識の急激な高まりから防災関連商材や、相次ぐ強盗事件の報道等によ
る防犯意識の高まりから防犯カメラやセンサーライトなどの防犯関連商材や付随する工事が
好調に推移しました。
以上の結果、当事業年度における「住まい」に関する分野の売上高は、727億76百万円

（前事業年度比0.9％増）となりました。

② 「生活」に関する分野
2024年8月に南海トラフ地震の臨時情報が発表されて以降、防災関連意識の高まりとと

もに、家庭内へのコメ備蓄需要が大幅に増加しました。新米の流通以降もコメの需給環境に
改善が見られず、またコメ不足の報道等の影響や旺盛な需要により好調に推移しました。ま
た防災食やポータブル電源、簡易トイレなどの動向が一段と活発化しました。物価上昇に伴
う節約志向が強まり高単価商品の買い控えが見られた一方で、長巻タイプのトイレットペー
パーなど、コストパフォーマンスの良い商品の動向が好調でした。また、ペット関連におけ
る高付加価値商品へのニーズは底堅く、特に機能性を重視した商品や自然素材を使ったプレ
ミアムフードが好調であったことに加え、外出機会の増加によりリードやペット用アパレル
などの関連用品への需要も高まりました。
以上の結果、当事業年度における「生活」に関する分野の売上高は、562億４百万円（前

事業年度比2.6％増）となりました。
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（2）事業の商品グループ別売上高

商品グループ
2024年６月期 2025年６月期

売上高
（百万円）

構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

前事業
年度比(％)

①住まい

（a）資材・プロ用品 23,400 18.4 24,221 18.8 103.5

（b）インテリア・リビング 17,287 13.6 17,251 13.4 99.8

（c）ガーデン・ファーム 17,105 13.5 16,947 13.1 99.1

（d）リフォーム 14,302 11.3 14,355 11.1 100.4

小 計 72,095 56.8 72,776 56.4 100.9

②生活

（a）デイリー・日用品 37,243 29.3 38,532 29.9 103.5

（b）ペット・レジャー 16,604 13.1 16,708 13.0 100.6

（c）その他 950 0.7 964 0.7 101.4

小 計 54,799 43.2 56,204 43.6 102.6

全 事 業 計 126,894 100.0 128,980 100.0 101.6

（3）設備投資の状況
当事業年度における設備投資総額は、21億36百万円となりました。
うち、有形固定資産への投資額は、17億５百万円であり、店舗設備の更新であります。
また、無形固定資産への投資額は、４億31百万円であり、主な用途はＤＸシステム構築

費用であります。
なお、これらの所要資金は、自己資金で賄っております。

（4）資金調達の状況
当事業年度においては、安定した資金確保のため、取引金融機関６行より、長期借入金

100億円を調達いたしました。
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（5）対処すべき課題
当社は、人口減少に伴う商圏顧客層の変化やＥＣ市場の拡大、さらには建築資材の高騰と

いう状況下、2026年６月期から2028年６月期までの中期経営計画を策定し、基本方針と
して以下の３つの項目を掲げました。

＜基本方針＞
① 既存事業の深化と新たな取組の探索・実行
② 知的資本への投資
③ ＥＳＧ経営の継続
これらの基本方針に基づき取り組むべき施策等を当社が対処すべき課題と位置付けてお

り、主な施策等は、次のとおりであります。

既存事業の深化と新たな取組の探索・実行
（a）店舗網を拡大し、もっと身近なジョイフル本田に

基幹店舗を中心に単独専門店を出店、ドミナント商圏を形成し、売上高の拡大と
コスト削減を目指します。また、専門人財の最適配置を実施し、お客様にとって
の利便性を追求します。
目標：単独専門店やジョイフル本田資材館を含む新業態店舗【＋20〜30店舗

（本中期経営計画期間の累計）】
（b）アナログ起点のデジタル戦略

OMO(注)戦略として、「業務効率化」を推進し接客体制を整備するとともに、「顧
客接点拡大」による集客力強化でお客様の来店頻度向上を図ります。さらに、収
集した「データ活用」によって一人ひとりに満足していただく体験につながるよ
う販売力強化に取り組みます。
目標：CＸの向上を図り、既存店の来店客数を維持
（注）OMO（Online Merges with Offline）：オンラインとオフラインを統合し、お客様が

チャネルを意識することなくスムーズに商品やサービスを利用できるような体験を提供
する手法

（c）ホームセンターとリフォームのシナジー拡大
ホームセンターとリフォーム共通のＣＲＭ(注1)を構築し、相互送客による客数増
を図ります。また、顧客の不の解消を実現するため、スピード対応の強化を図る
とともに、顧客のＱＯＬ(注2)を追求するため、ソリューション提案の強化や新た
な専門ブランドを展開します。
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（注1）ＣＲＭ：顧客管理（ＣＲＭ）とは、顧客管理システム（ＣＭＳ）を用いて収益の追跡確
認と促進を行いながら、顧客との関係の維持と向上を導くソリューション

（注2）ＱＯＬ（クオリティ・オブ・ライフ）：「生活の質」。安心して暮らせる安全で快適な住
環境の整備により質の高い充実した生活を送れること

（d）事業の拡張・拡大・変革に資するＭ＆Ａの実行
非連続な経営資源の獲得を目的に質・量それぞれに貢献が期待される複数のＭ＆
Ａを想定し、2026年６月期よりＭ＆Ａ推進部を設置し、より一層推進してまい
ります。

（e）専門性に特化した新業態店舗のフォーマット確立
ジョイフル本田の強みを軸に、出店地域のニーズに即した商品・サービスの拡充
が可能な新しいフォーマットを展開してまいります。

知的資本への投資
（a）働きがい肯定率の向上に取り組み、2028年６月期までにGPTW50％達成を目指

します。
（注）GPTW：世界の企業で働きがいに関する調査を行い、認定企業やランキングを発表する

機関
（b）属性不問の人財活用や女性社員のキャリア支援を行い、2028年６月期までに管

理職に占める女性の割合を７％以上とします。

ＥＳＧ経営の継続
中長期的なＧＸ計画策定とグリーンエネルギーを導入し、2030年６月期までに
温室効果ガス排出量を2013年６月期比で70％削減いたします。

以上の課題に注力してまいります。
また、当社は2026年６月期の基本方針として、2025年６月期に引き続き「ジョイ

フル本田のファンをつくる！！」を掲げました。今後も私たちが長年大事にしてきた価
値観「お客様の喜びが私たち（企業）の喜び」を忘れることなく、お客様に喜んでいた
だくための商品力と提案力と接客力の強化に努め、唯一無二のジョイフル本田を築き上
げてまいります。
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（6）財産および損益の状況の推移

区 分 2022年度
第 47 期

2023年度
第 48 期

2024年度
第 49 期

2025年度
第 50 期
当 期

売 上 高 （百 万 円） 123,555 123,362 126,894 128,980

経 常 利 益 （百 万 円） 13,224 12,240 11,645 11,878

当 期 純 利 益 （百 万 円） 11,098 8,528 9,091 8,327

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 165.00 131.55 145.91 135.18

総 資 産 （百 万 円） 156,431 160,927 159,689 165,574

純 資 産 （百 万 円） 115,821 119,329 120,979 121,791

（注）１．百万円未満の端数は切り捨てにより表示しております。ただし、１株当たり当期純利益について
は、銭単位未満を四捨五入して表示しております。

２．株式給付信託（ＢＢＴ）および株式給付信託（Ｊ−ＥＳＯＰ）の信託契約に基づき、株式会社日本
カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株
式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（7）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
なお、当社は2024年10月31日付で、当社の非連結子会社である有限会社和工房を吸

収合併いたしました。

（8）主要な事業内容
当社は、主に「住まい」に関する関連商品（資材・プロ用品、インテリア・リビング、ガ

ーデン・ファーム）の販売およびリフォーム工事の設計・施工、ならびに「生活」に関する
関連商品（デイリー・日用品、ペット・レジャー）の販売、また、これらに付帯するサービ
スを提供する専門店として、一般消費者からプロ顧客まで幅広く対応した、豊富な品揃えと
ロープライスを実践するホームセンター事業、住宅リフォーム事業を営んでおります。
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（9）主要な拠点
（2025年６月20日現在）

名 称 所 在 地
本社 茨城県土浦市

小川倉庫・商品開発・切花加工センター 茨城県小美玉市
荒川沖店 茨城県土浦市
八千代店 千葉県八千代市
古河店 茨城県古河市
幸手店 埼玉県幸手市
市原店 千葉県市原市
君津店 千葉県君津市
千葉店 千葉県千葉市稲毛区
守谷店 茨城県守谷市
富里店 千葉県富里市

ニューポートひたちなか店 茨城県ひたちなか市
新田店 群馬県太田市

千葉ニュータウン店 千葉県印西市
宇都宮店 栃木県河内郡上三川町
瑞穂店 東京都西多摩郡瑞穂町
千代田店 群馬県邑楽郡千代田町

ジョイホン小山駅前店 栃木県小山市
ジョイホン吉岡店 群馬県北群馬郡吉岡町

専門店（単独店）
本田屋 千葉都町店 千葉県千葉市中央区
本田屋 船橋夏見台店 千葉県船橋市
本田屋 柏豊四季店 千葉県柏市

本田屋 宇都宮元今泉店 栃木県宇都宮市
本田屋 立川幸町店 東京都立川市

ジョイフル本田資材館 伊勢崎韮塚町店 群馬県伊勢崎市
Ｐｅｔ'ｓ ＣＬＯＶＥＲ東大宮店 埼玉県さいたま市見沼区

Ｐｅｔ'ｓ ＣＬＯＶＥＲ伊勢崎田中島町店 群馬県伊勢崎市
ＴＨＥ ＧＬＯＢＥ三宿店 東京都世田谷区
ＴＨＥ ＧＬＯＢＥつくば店 茨城県つくば市
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（10）従業員の状況
（2025年６月20日現在）

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 1,382名 22名減 44.5歳 18.5年

女 性 466名 12名増 35.7歳 12.6年

合 計 ま た は 平 均 1,848名 10名減 42.2歳 17.0年

（注）１．従業員数は正社員数であり、臨時従業員数は含んでおりません。
２．臨時従業員数（時給制社員、日勤社員）の年間平均人数は2,721名（月173時間換算）であります。

（11）主要な借入先
（2025年６月20日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 常 陽 銀 行 8,145百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,443百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,406百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,347百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,186百万円

株 式 会 社 筑 波 銀 行 757百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 315百万円

株 式 会 社 足 利 銀 行 83百万円
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2. 会社の株式に関する事項
（2025年６月20日現在）

（1）発行可能株式総数 400,000,000株

（2）発行済株式の総数 63,784,612株

（3）株 主 数 50,161名

（4）大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 5,523千株 9.11％

野村信託銀行株式会社
（本田創業家信託口） 3,300 5.44

株式会社レノ 2,000 3.30

本田 理 1,847 3.04

株式会社アスクリエーション 1,755 2.89
みずほ信託銀行株式会社
有価証券管理信託0700040 1,400 2.31

公益財団法人本田記念財団 1,259 2.07

本田 勇 1,084 1.78

青木 真弓 935 1.54
ジョイフル本田グループ従業員持
株会 862 1.42

（注）１．持株比率は小数点以下第３位を切り捨てて算出しております。
２．当社は、自己株式3,189,390株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また持株

比率は自己株式を控除して計算しております。なお、当該自己株式には、「株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）」、「株式給付信託（Ｊ−ＥＳＯＰ）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ
口）が所有する株式335,520株を含めておりません。
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（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

（6）その他の株式に関する重要な事項
① 当社は、会社法第459条第１項および当社定款第42条の規定に基づき、2024年11月
15日付の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を取得しました。
・取得した株式の種類 普通株式
・取得した株式の総数 2,100,000株
・取得価額の総額 4,017,622,000円
・取得期間 2024年12月３日〜2025年５月16日（約定日基準）

② 当社は、会社法第178条の規定に基づき、2025年６月５日開催の取締役会決議により、
以下のとおり自己株式を消却しました。
・消却した株式の種類 普通株式
・消却した株式の総数 1,628,359株

（消却前の発行済株式総数に対する割合2.49％）
・消却日 2025年６月13日
・消却後の発行済株式総数 63,784,612株
・消却後の自己株式数 3,189,300株

（消却後の発行済株式総数に対する割合5.00％）
なお、当該自己株式には、「株式給付信託(ＢＢＴ)」、「株式
給付信託(J−ESOP)」の信託財産として株式会社日本カスト
ディ銀行(信託Ｅ口)が所有する株式335,520株を含めており
ません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

2025年08月18日 13時11分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



事業報告

― 21 ―

4. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

（2025年６月20日現在）
氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

平 山 育 夫 代 表 取 締 役 社 長 株式会社ＭＴＪフィットネス 取締役
株式会社ジョイフルエーケー 取締役

本 田 理 取 締 役 顧 問

釘 崎 広 光 取 締 役 （社 外 取 締 役） 公益財団法人江副記念リクルート財団 評議員会長

白 河 桃 子 取 締 役 （社 外 取 締 役）
昭和女子大学ダイバーシティ推進機構 客員教授
大和アセットマネジメント株式会社 社外取締役
住友生命保険相互会社 社外取締役

戸 倉 圭 太 取 締 役 （社 外 取 締 役）
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同
事業 パートナー
Ｉｄｅｉｎ株式会社 社外監査役
一橋大学大学院法学研究科 非常勤講師

岡 田 周 悟 常 勤 監 査 役 （社 外 監 査 役 )

広 瀬 史 乃 監 査 役 ( 社 外 監 査 役 )

阿部・井窪・片山法律事務所 パートナー
一般財団法人全日本野球協会 常務理事
一般財団法人日本アジア共同体文化協力機構 監事
公益財団法人日本バスケットボール協会 監事
イノテック株式会社 社外取締役 監査等委員
日本コンクリート工業株式会社 社外取締役

小田切 弓 子 監 査 役 ( 社 外 監 査 役 ) 太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社
Ｍ＆Ａアドバイザリー ディレクター

（注）１．取締役の釘崎広光氏、白河桃子氏、戸倉圭太氏は主要な取引先の業務執行者等に該当せず、一般株
主との利益相反が生じるおそれのない独立した社外取締役であると考えており、東京証券取引所に
対し独立役員として届け出ております。

２．監査役の岡田周悟氏、広瀬史乃氏、小田切弓子氏は主要な取引先の業務執行者等に該当せず、一般
株主との利益相反が生じるおそれのない独立した社外監査役であると考えており、東京証券取引所
に対し独立役員として届け出ております。

３．監査役の広瀬史乃氏は弁護士として企業法務およびコンプライアンス問題に精通しており、法律問
題に関する専門的知見を有するものであります。

４．監査役の小田切弓子氏は公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する専門的知見を有
するものであります。
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５．当社は執行役員制度を導入しており、氏名・地位および担当は次のとおりであります。

氏 名 地位および担当

大 畑 雄 一 執行役員 ホームセンター事業部長

（ご参考）
2025年６月21日付の取締役（社外取締役を除く）および執行役員の状況は、次のとおりであり
ます。
取締役

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

平 山 育 夫 代表取締役社長 株式会社ＭＴＪフィットネス 取締役
株式会社ジョイフルエーケー 取締役

本 田 理 取締役 顧問

執行役員
氏 名 地位および担当

岡 島 正 和 執行役員 経営企画本部長

鷹 箸 一 伸 執行役員 ホームセンター事業部長

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除

く）および監査役との間において損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく責任の限度額は、300万円と法令が規定する最低責任限度額のいずれか高い額となり
ます。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
① 被保険者の範囲

当社の取締役、監査役および執行役員
② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、取締役、監査役および執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項
に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は特
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約部分も含め会社が全額負担しております。当該保険契約では、被保険者である役員等
がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることのある損害について填補することとされております。ただし、
被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違
反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、
一定の免責事由があります。

（4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会の決議により取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めて
おり、その概要は次のとおりであります。
〈基本方針〉
取締役の報酬は、以下の基本方針に従って定める。
・取締役のそれぞれに求められる役割および責任に応じたものとする。
・取締役の報酬は中長期の企業価値向上につながる貢献を促すものとし、短期的な
成果との適切なバランスを考慮した結果を反映させるものとする。

・取締役の報酬は企業価値向上に必要な人材の確保・維持に資する支給水準のもの
とする。

当社の取締役の報酬は、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬により構成されており
ます。業績連動報酬は、短期業績に連動する報酬（賞与）と中長期業績に連動する報酬
（株式報酬）からなり、業績連動報酬以外の報酬は固定報酬があります。

(a) 個人別の固定報酬の額の決定方針
固定報酬は、取締役分と業務執行分の報酬を合計して支給しております。なお、業務執
行分は各人のコンピテンシー評価により、役位別標準額からプラスマイナス15％の幅
で変動させております。

(b) 個人別の短期業績に連動する報酬（賞与）の額の決定方針
短期業績に連動する報酬（賞与）は、各取締役の業務執行による成果への対価として支
給する「現金報酬」で、自己資本利益率（ROE）と期初に報酬委員会が承認した各人の
目標の達成状況等（本業の収益力を示すEBITDAおよび経営の総合評価指標ともいえる
株価純資産倍率（PBR：2025年５月12日〜2025年６月10日の当社株価の終値平均基
準）ならびに働きがい肯定率であり、今期はそれぞれ139億円、1.00倍、42％）に基
づいて期末に報酬委員会が評価の原案を作成し、それらをもとに取締役会において役位
別に業績連動報酬を決議しております。短期業績に連動する報酬（賞与）に係る指標は

2025年08月18日 13時11分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 24 ―

ROEであり、今期は6.9％であります。
なお、当該指標を選定した理由は、ROEは株主との利害が一致する指標であり、上場企
業において一般的に期待される一定の水準が存在すること、またその期待水準がそれほ
ど変動するものではないため設計しやすいこと、さらには企業価値向上を図るうえで自
己資本効率を重視する考え方に沿っているためであります。

(c) 個人別の中長期業績に連動する報酬（株式報酬）の額の決定方針
中長期業績に連動する報酬（株式報酬）は、業務執行取締役の報酬と当社の株式価値と
の連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高め
ることを目的として、業績連動型株式報酬制度を導入しております。また、社外取締役
を含む非業務執行取締役には、業績条件の付されていない株式報酬を通じて当社の中長
期的な企業価値向上へのインセンティブを適切に付与することを目的として株式報酬制
度を導入しております。なお、取締役が当社の株式の交付を受ける時期は、原則として
取締役の退任時となります。業務執行取締役の株式報酬額の決定方法は、当該事業年度
における各人の業績評価の達成状況等とコンピテンシー評価を総合して報酬委員会が評
価の原案を作成し、当社取締役会で定める役員株式給付規程により役位に応じてポイン
トが付与され、報酬額を決議しております。中長期業績に連動する報酬（株式報酬）に
係る指標は、期初に報酬委員会が承認した各人の業績評価（本業の収益力を示す
EBITDAおよび経営の総合評価指標ともいえる株価純資産倍率（PBR：2025年５月12
日〜2025年６月10日の当社株価の終値平均基準）ならびに働きがい肯定率であり、今
期はそれぞれ139億円、1.00倍、42％）となります。
また、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主

の皆様との一層の価値共有を進める目的として、業務執行取締役（以下「対象取締役」
という。）に譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。当該制度は、当社から支給
された金銭債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行また
は処分を受ける制度であり、当社と対象取締役との間では、譲渡制限付株式割当契約を
締結しております。具体的な支給時期および配分については、報酬委員会の諮問を経て
取締役会において決定することとしております。
（イ）譲渡制限期間
対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より当社または当社子会社の役職員の
地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任した直後の時点までの間（以下「譲
渡制限期間」という。）、本割当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当
株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下
「譲渡制限」という。）。ただし、当該退任または退職した直後の時点が、本割当株式の
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割当を受けることとなる日の属する事業年度経過後３か月を経過した日よりも前の時点
である場合には、譲渡制限期間の終期について、合理的な範囲で調整することができ
る。
（ロ）退任時の取扱い
対象取締役が当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」という。）の満
了前に当社または当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を
退任した場合には、その退任につき、任期満了、死亡その他の正当な理由がある場合を
除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。
（ハ）譲渡制限の解除
当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社または当社子会社の役職員の
地位のうち当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の
全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、①
当該対象取締役が正当な理由により、役務提供期間が満了する前に当社または当社子会
社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任した場合、または、②
当該対象取締役が役務提供期間の満了後においても、譲渡制限期間の満了前に正当な理
由以外の理由により、当社または当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予
め定める地位を退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限
を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の
定めに従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていな
い本割当株式を当然に無償で取得する。
（ニ）組織再編等における取扱い
上記（イ）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合
併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等
に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会によ
る承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取
締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間
を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先
立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に定める場合、譲渡制限が解除された
直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得
する。
（ホ）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

(d) 個人別の報酬の支給割合の決定方針
支給割合は毎年度、自己資本利益率（ROE）や各人の業績評価およびコンピテンシー評
価によって多少の変動はあるものの、今期は社長で固定報酬約57％、短期業績に連動
する報酬（賞与）約24％、中長期業績に連動する報酬（株式報酬）約19％となってお
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ります。
(e) 個人別の報酬の内容の決定方法

当社は、役員報酬に関する事項等の決定に関して、取締役会における意思決定に関わる
プロセスの透明性・客観性等を高め、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることを目
的として、2018年10月に過半数が社外取締役で構成され、社外取締役を委員長とする
任意の報酬委員会を設置しております。2020年6月期からは報酬委員会が報酬限度額
の範囲内での役位および業績を勘案した個人別の報酬等の原案を作成し、取締役会にお
いて個人別の報酬額を決議しております。

〈2025年６月期の報酬委員会の構成〉
委員長：戸倉圭太（社外取締役）
委員：釘崎広光（社外取締役）
委員：白河桃子（社外取締役）
委員：平山育夫（代表取締役社長）

［取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると判断した理由］
取締役会は、取締役の個人別の報酬等の原案を作成する報酬委員会が上記のとおり、過
半数が社外取締役で構成され、また報酬委員会は当該方針との整合性を含めた多角的な
検討を行っており、取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると判断
しております。

② 監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
監査役の報酬については、株主総会で決議された報酬の範囲内で監査役の協議により決
定しております。

③ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2011年９月20日開催の第36期定時株主総会において年額５
億円以内（員数16名）、監査役の報酬限度額は2018年９月19日開催の第43期定時株主
総会において年額１億円以内（員数５名）としてご承認いただいております。また上記
報酬限度額とは別枠で、2016年９月16日開催の第41期定時株主総会において、業務
執行取締役の報酬として業績連動型株式報酬制度を導入しております（員数８名）。さ
らに2019年９月19日開催の第44期定時株主総会においては、当該業績連動型株式報
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酬制度に社外取締役を含む非業務執行取締役を加えることをご承認いただいております
（員数６名うち社外取締役３名）。なお、2021年９月16日開催の第46期定時株主総会
において、会社法の一部を改正する法律が2021年３月１日に施行されたことに伴い、
取締役（社外取締役および非業務執行取締役を含む。）および執行役員に付与する上限
株式数（ポイント数）の再設定についてご承認いただいております（員数６名うち社外
取締役３名）。また別枠で、2022年９月16日開催の第47期定時株主総会において、業
務執行取締役の報酬として譲渡制限付株式報酬制度を導入することをご承認いただいて
おります（員数２名）。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数

(人)固定報酬 業績連動
報酬等

非金銭報酬等
業績連動
型株式

業績非連
動型株式

譲渡制限
付株式

取締役
(うち社外取締役)

95
（27）

55
（18）

13
（−）

10
（−）

12
（9）

3
（−）

5
（3）

監査役
(うち社外監査役)

30
（30）

30
（30） − − − − 3

（3）
（注）１．期末日現在の人員数は取締役５名、監査役３名であります。

２．報酬等の総額には、当事業年度に計上した株式給付引当金繰入額22百万円（員数５名うち社外取締
役３名）、役員賞与引当金繰入額13百万円（員数１名）および株式報酬費用３百万円（員数１名）
が含まれております。

３．非金銭報酬等26百万円（員数５名うち社外取締役３名）のうち10百万円が業績連動型株式報酬
（員数１名）、12百万円が社外取締役を含む非業務執行取締役の業績非連動型株式報酬（員数４名う
ち社外取締役３名）、３百万円が譲渡制限付株式報酬（員数１名）であります。

４．百万円未満の端数は切り捨てにより表示しております。
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（ご参考）当社の取締役の報酬体系（2025年６月期）

報酬種類 業績
連動性 支給基準 支給

時期
支給
方法

報酬構成例

社長
非業務
執行
取締役

社外
取締役

固定報酬
連動

取締役分と業務執行分の報酬を合計して支給 ※１ 毎月 金銭

固定
報酬
57％

固定
報酬
66％

固定
報酬
66％

非連動

短期
業績報酬
（賞与）

連動

ROEと以下の業績評価の二軸評価により決定
業績評価テーブル（例として社長分）
指標/
評価段階 S A B1 B2 B3 C D

EBITDA 110％
以上

105％
以上

100％
以上

90％
以上

70％
以上

50％
以上

50％
未満

PBR 1.50
以上

1.20
以上

1.00
以上

0.85
以上

0.75
以上

0.60
以上

0.60
未満

働きがい
肯定率
※３

70％
以上

60％
以上

50％
以上

40％
以上

35％
以上

30％
以上

30％
未満

毎月 金銭

賞与
24％

株式
報酬
34％

株式
報酬
34％中長期

業績報酬
（株式報酬）

連動
取締役分と業務執行分の報酬を合計して支給 ※１ 退任時 非金銭

（株式）
株式
報酬
19％非連動

※２
中長期
業績報酬

（譲渡制限付
株式報酬）

非連動 報酬委員会の諮問を経て取締役会で決定 取締役会
で決定

非金銭
（株式） − − −

※１．業務執行分の評価はコンピテンシー評価＋業績評価（評価軸は上表の業績評価テーブル）
※２．非業務執行取締役および社外取締役には業績条件の付されていない株式報酬として支給
※３．株式会社働きがいのある会社研究所が実施する「GPTW（Great Place To Work®）」を従業員満足

度調査として採用
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（5）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先と当社との関係
氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

釘 崎 広 光 公益財団法人江副記念リクルート財団 評議員会長 重要な取引関係はありません。

白 河 桃 子
昭和女子大学ダイバーシティ推進機構 客員教授
大和アセットマネジメント株式会社 社外取締役
住友生命保険相互会社 社外取締役

重要な取引関係はありません。

戸 倉 圭 太
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同
事業 パートナー
Ｉｄｅｉｎ株式会社 社外監査役
一橋大学大学院法学研究科 非常勤講師

重要な取引関係はありません。

岡 田 周 悟 − −

広 瀬 史 乃

阿部・井窪・片山法律事務所 パートナー
一般財団法人全日本野球協会 常務理事
一般財団法人日本アジア共同体文化協力機構 監事
公益財団法人日本バスケットボール協会 監事
イノテック株式会社 社外取締役 監査等委員
日本コンクリート工業株式会社 社外取締役

重要な取引関係はありません。

小田切 弓 子 太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社
Ｍ＆Ａアドバイザリー ディレクター 重要な取引関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
［社外取締役］
氏 名 主な活動状況ならびに期待される役割に関して行った職務の概要

釘 崎 広 光

当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、企業経営での豊富な経験を基に必要
な発言を適宜行っており、当社の経営事項の決定および業務執行の監督等に十分な役割
を果たしております。また、指名委員および報酬委員として、当事業年度開催した指名
委員会５回、報酬委員会３回の全てに出席し、独立かつ客観的な立場から当社の役員候
補者の選定や役員報酬等における監督機能を担っております。

白 河 桃 子

当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、ダイバーシティ、働き方改革、ＳＤ
Ｇｓ等の専門家としての豊富な経験を基に必要な発言を適宜行っており、当社の経営事
項の決定および業務執行の監督等に十分な役割を果たしております。また、指名委員会
の委員長および報酬委員会の委員として、当事業年度開催した指名委員会５回、報酬委
員会３回の全てに出席し、独立かつ客観的な立場から当社の役員候補者の選定や役員報
酬等における監督機能を担っております。

戸 倉 圭 太

当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、企業法務分野での豊富な経験を基に
必要な発言を適宜行っており、当社の経営事項の決定および業務執行の監督等に十分な
役割を果たしております。また、報酬委員会の委員長および指名委員会の委員として、
当事業年度開催した指名委員会５回、報酬委員会３回の全てに出席し、独立かつ客観的
な立場から当社の役員候補者の選定や役員報酬等における監督機能を担っております。

［社外監査役］
氏 名 主 な 活 動 状 況

岡 田 周 悟
当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、また、当事業年度開催した監査役会
17回の全てに出席し、金融・財務の分野において豊富な経験と経営分野における高い専
門知識を基に必要な発言を行っております。

広 瀬 史 乃
当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、また、当事業年度開催した監査役会
17回のうち16回に出席し、弁護士としての専門的な知識・経験に基づき必要な発言を行
っております。

小田切 弓 子
当事業年度開催した取締役会14回の全てに出席し、また、当事業年度開催した監査役会
17回の全てに出席し、公認会計士としての専門的な知識・経験に基づき必要な発言を行
っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決
議があったものとみなす書面決議が２回ありました。

2025年08月18日 13時11分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



事業報告

― 31 ―

（ご参考）
<取締役会の実効性評価>

当社では、取締役会が適切に機能しているかを検証し、そこで明確になった課題解決のため
に必要な措置を講じていくという継続的なプロセスにより、取締役会の機能向上を図ることを
目的として、2019年６月期より取締役会の実効性に関する自己評価を実施しております。
2025年６月期の分析・評価の結果の概要は、次のとおりであります。

1. 評価プロセス
(1) 対象者：全取締役（５名）および全監査役（３名）
(2) 回答方式：記名方式によるアンケート回答（2025年６月実施）
(3) アンケート項目
① 取締役会の構成について
(ａ) 取締役会の人数および社外取締役の人数・割合
(ｂ) 社外取締役の企業経営に関する知識・経験・能力
(ｃ) 取締役会の構成員（監査役含む）の多様性

② 取締役会の運営について
(ａ) 開催頻度および年間スケジュールと審議事項の事前決定
(ｂ) 議案の範囲・分量および提出資料の内容・分量
(ｃ) 事前検討時間の確保
(ｄ) 各議案の審議時間と議事進行および議論の活発さ

③ 取締役会の議案について
(ａ) 企業戦略の大きな方向性を示す議題の審議
(ｂ) 議題の選定および議題の提案時期
(ｃ) リスクテイクとなる議案を支える雰囲気
(ｄ) コンプライアンス・内部統制・リスク管理体制の整備・運用
(ｅ) 事業に影響する主要なリスク
(ｆ) 人材戦略および人的資本に関する事項
(ｇ) 利益相反取引の管理

④ 取締役会を支える体制について
(ａ) 社外取締役を含む取締役の情報収集機会の確保
(ｂ) 監査役の調査権限や情報収集機会の確保

⑤ 指名委員会および報酬委員会（いずれも任意の機関）の機能度について
⑥ 業務執行取締役と社外取締役間のコミュニケーションの十分性について
⑦ 社外取締役と監査役間のコミュニケーションの十分性について
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2. 前回アンケート結果を踏まえて2025年６月期に取り組んだ課題
2019年６月期のアンケート開始以来、年々その評価を高めており、2024年６月期のアン

ケートでも、社内外の取締役および監査役から概ね高い評価を受けました。こうしたなか
2025年６月期は、さらなる実効性向上のために、以下のとおりの事項について実行しました。
(1) 起案部署の部長や担当者が取締役会へ出席し、直接質疑に回答することで修正点や指摘

事項へ迅速に対応すること
(2) 次回アジェンダの事前告知の継続、会議資料の事前配布を徹底し、議場での概要説明の

簡略化、および経営会議での事前協議内容の共有により、さらに議論を深めること
(3) 開示を伴う決議事項については、各取締役に対して事前に開示文書の原案等への意見を

求めて、必要な修正を施したうえで決議し、円滑な開示業務を行うこと
(4) オフサイトミーティングにおいては、次期中期経営計画（2025年８月発表）策定に向

けての議論を集中的に行うこと

3. 2025年６月期取締役会の実効性に関する評価の結果（概要）
アンケート結果によると、取締役会の構成、取締役会の運営、取締役会の議案、そして取締

役会を支える体制のいずれの項目においても、前回結果と同様に高評価となっています。これ
は上記のとおり、課題を遂行してきた成果であると考えますが、とりわけ下記の点について改
善が見られました。
・起案部署の部門長および担当者が取締役会へ出席し、直接質疑応答を行うことで修正点や
指摘事項がダイレクトに伝わり、スピーディな業務執行に繋がりました。

・取締役会とは別に設けたオフサイトミーティングを2025年６月期は３回開催し、次期中
期経営計画策定に向けた議論が行われました。

4. 2026年６月期に取り組む課題
上記の内容を総括した結果、当社取締役会は、2025年６月期の取締役会の実効性は適切に

確保されていると判断しましたが、さらなる実効性向上のために、以下の事項を課題として認
識し継続的に取り組むことといたします。
・オフサイトミーティングを活用し、中長期的な経営課題やリスク、人的資本に関する議論
を集中的に行うこと

・起案者が取締役会へ出席し、当該案件に関する質疑応答に直接対応することで修正点や指
摘事項に対し迅速かつ的確に対応すること

・会議資料の事前配布、また、議場での概要説明簡略化を継続し、さらに経営会議における
事前協議内容を取締役会へ共有することで、議論をより本質的かつ深いものとすること

以 上
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5. 会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当社が支払うべき報酬等の額 57百万円
②当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 59百万円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引

法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分もできないため、上記金額にはこ
れらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、株式売出しに係

るコンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、取締役、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じ
て、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算
出根拠などを確認し、検討した結果、監査品質の維持向上のために、当該報酬額は相当であ
ると判断し、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項および同条第２項の同意を
行っております。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当するときは、必要に応じ、監査

役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人の解任を決定いたします。
また、会計監査人による監査の実施状況や、当該会計監査人に生じた事由等から、当社の

会計監査人であることにつき当社にとって支障があると判断されるときは、監査役会は、そ
の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株
主総会に提出いたします。
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６. 株式会社の支配に関する基本方針

当社は、会社の支配に関する基本方針については特に定めておりません。また、いわゆる買
収防衛策につきましても定めたものはありません。今後、法制度の整備や企業経済をめぐる社
会動向等を見極めつつ、慎重に行ってまいります。

7. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な施策の一つと位置付け、株主資本に応じた
株主への安定した利益還元を継続的に実施、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行
うことを基本方針としております。この基本方針に従い、ＤＯＥ（株主資本配当率）2.5%を
目安に、持続的な利益成長に合わせて累進配当を継続してまいりました。
当事業年度におきましては、2025年８月１日開催の取締役会において、次のとおり剰余金

の処分に関する決議をいたしました。当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当金
32円00銭（創立50周年記念配当5円を含む）を含め、１株当たりの年間配当金を64円00銭と
させていただきました。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金32円00銭（創立50周年記念配当5円を含む）
総額1,939,047,104円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年９月3日

また、内部留保資金につきましては、財務体質の強化および厳しい経営環境に順応し将来に
わたる安定した株主利益を確保するための成長投資などに有効活用していきたいと考えており
ます。
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貸 借 対 照 表
（2025年６月20日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 59,948 流 動 負 債 21,989
現 金 及 び 預 金 32,256 買 掛 金 7,114
売掛金及び契約資産 4,654 1年内返済予定の長期借入金 4,890
商 品 19,887 リ ー ス 債 務 21
未 成 工 事 支 出 金 267 未 払 金 4,827
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 355 未 払 費 用 907
前 払 費 用 847 未 払 法 人 税 等 1,687
そ の 他 1,682 未 成 工 事 受 入 金 928
貸 倒 引 当 金 △2 預 り 金 628

固 定 資 産 105,625 前 受 収 益 120
有 形 固 定 資 産 95,194 賞 与 引 当 金 4
建 物 81,912 役 員 賞 与 引 当 金 13
構 築 物 11,181 そ の 他 845
機 械 及 び 装 置 529 固 定 負 債 21,792
車 両 運 搬 具 86 長 期 借 入 金 9,794
工具、器具及び備品 5,325 リ ー ス 債 務 26
土 地 56,349 退 職 給 付 引 当 金 1,905
リ ー ス 資 産 145 資 産 除 去 債 務 4,931
建 設 仮 勘 定 199 長 期 預 り 保 証 金 4,873
減 価 償 却 累 計 額 △60,536 従業員株式給付引当金 150

無 形 固 定 資 産 2,374 役員株式給付引当金 111
の れ ん 40 負 債 合 計 43,782
借 地 権 1,302 （純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ エ ア 665 株 主 資 本 120,290
リ ー ス 資 産 4 資 本 金 12,000
そ の 他 361 利 益 剰 余 金 114,466

投 資 そ の 他 の 資 産 8,055 利 益 準 備 金 1,895
投 資 有 価 証 券 2,653 その他利益剰余金 112,570
関 係 会 社 株 式 184 別 途 積 立 金 86,330
出 資 金 0 繰越利益剰余金 26,240
繰 延 税 金 資 産 3,183 自 己 株 式 △6,175
そ の 他 2,034 評価・換算差額等 1,501
貸 倒 引 当 金 △0 その他有価証券評価差額金 1,501

純 資 産 合 計 121,791
資 産 合 計 165,574 負 債 ・ 純 資 産 合 計 165,574

（注）百万円未満の端数は切り捨てにより表示しております。
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損 益 計 算 書
（2024年６月21日から2025年６月20日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 128,980
売 上 原 価 87,994
売 上 総 利 益 40,985

営 業 収 入
不 動 産 賃 貸 収 入 6,242
サ ー ビ ス 料 等 収 入 344
そ の 他 171 6,758
営 業 総 利 益 47,743

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 36,995
営 業 利 益 10,748

営 業 外 収 益
受 取 利 息 18
受 取 配 当 金 71
受 取 手 数 料 397
受 取 家 賃 21
受 取 地 代 133
受 取 賃 貸 料 201
保 険 事 務 手 数 料 122
そ の 他 225 1,192

営 業 外 費 用
支 払 利 息 51
支 払 手 数 料 3
そ の 他 7 62
経 常 利 益 11,878

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
受 取 保 険 金 17
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 67 86

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 268 268
税 引 前 当 期 純 利 益 11,695
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,315
法 人 税 等 調 整 額 52 3,368
当 期 純 利 益 8,327

（注）百万円未満の端数は切り捨てにより表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2024年６月21日から2025年６月20日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 12,000 − − 1,540 86,330 25,463
当 期 変 動 額
利益準備金の積立 − 354 △354
剰 余 金 の 配 当 − △3,549
当 期 純 利 益 − 8,327
自 己 株 式 の 取 得 −
自 己 株 式 の 処 分 △781 △781
自 己 株 式 の 消 却 △2,864 △2,864
利益剰余金から資本剰余金への振替 3,645 3,645 △3,645
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） −

当 期 変 動 額 合 計 − − − 354 − 776
当 期 末 残 高 12,000 − − 1,895 86,330 26,240
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（単位：百万円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金利益剰余金合計
当 期 首 残 高 113,334 △5,936 119,398 1,581 120,979
当 期 変 動 額
利益準備金の積立 − − −
剰 余 金 の 配 当 △3,549 △3,549 △3,549
当 期 純 利 益 8,327 8,327 8,327
自 己 株 式 の 取 得 − △4,017 △4,017 △4,017
自 己 株 式 の 処 分 − 913 132 132
自 己 株 式 の 消 却 − 2,864 − −
利益剰余金から資本剰余金への振替 △3,645 − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − △80 △80

当 期 変 動 額 合 計 1,131 △239 892 △80 811
当 期 末 残 高 114,466 △6,175 120,290 1,501 121,791
（注）百万円未満の端数は切り捨てにより表示しております。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年８月8日

株式会社ジョイフル本田
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 山 喜 久

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 田 一 則

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ジョイフル本田の2024年６月

21日から2025年６月20日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年６月21日から2025年６月20日までの第50期事業年度における取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の結果、監査役全員の一致した
意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、企業及び企業集団の健全で持続的な成長と中長期的な企業価値創出を実現し、

社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に資することを監査方針とし、監査計画、監査
の方法及び各監査役の職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人 EY新日本有限責任監査法人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画、監
査の方法及び職務の分担等に従い、インターネット等を経由した手段も活用しながら、取締
役、内部監査室及びその他の従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役、内部監査室、リスクマネジメント
部、及びその他の従業員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。更に代表取締役社長と面談を行い、事業戦略に関わる事項、経営計画に
基づく具体的な取組み並びにその進捗状況を確認するとともに監査上の課題等に関する意見
及び情報の交換を行いました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締
役、経営管理部、内部監査室、リスクマネジメント部及び会計監査人から当該内部統制の評
価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、
監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）については、会計監査人と協議を行うとともに、その監
査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたし
ました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は、
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると認めます。

2025年８月18日

株式会社ジョイフル本田 監査役会

常勤監査役（社外） 岡 田 周 悟 ㊞

社外監査役 広 瀬 史 乃 ㊞

社外監査役 小田切 弓 子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 取締役５名選任の件
本総会の終結の時をもって取締役全員（５名）が任期満了となります。つきましては、

取締役５名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、取締役候補者は、「取締役・監査役の選任基準」（55〜56頁に記載）に基づき、

委員の過半数が社外取締役で構成され、社外取締役が委員長を務める任意の指名委員会の
答申を経ております。
また、社外取締役候補者については、「社外役員の独立性基準」（57頁に記載）を満た

しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位 取締役会への

出席状況

1 再 任
ひ ら や ま い く お

平山 育夫 代表取締役社長
14回中14回
（100％）

2 再 任
ほ ん だ まさる

本田 理 取締役 顧問
14回中14回
（100％）

3 再 任
し ら か わ と う こ

白河 桃子
社 外
独 立

社外取締役
14回中14回
（100％）

4 再 任
と く ら け い た

戸倉 圭太
社 外
独 立

社外取締役
14回中14回
（100％）

5 新 任
しば や ま し ん い ち

柴山 慎一
社 外
独 立

− −

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が２回ありました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

ひらやま いくお
平山 育夫

（1965年２月６日生）
再任

1987年３月 当社入社
2015年９月 当社 取締役商品部長兼商品開発室長
2016年２月 当社 取締役
2016年２月 株式会社ホンダ産業 取締役
2016年３月 株式会社ホンダ産業 常務取締役
2017年４月 当社 常務取締役管理本部長兼経営企画部

長、総務部長
2017年７月 当社 常務取締役経営企画本部長
2018年７月 当社 経営企画室、広報・ＩＲ室、プロジ

ェクト推進室担当
2018年11月 当社 経営企画室、広報・ＩＲ室、業務提

携担当
2019年２月 当社 経営企画室、広報・ＩＲ室、プロジ

ェクト推進室、新規事業開発、業務提携担
当

2019年２月 株式会社ジョイフルエーケー 取締役
2019年６月 当社 取締役専務執行役員管理本部長
2021年３月 株式会社ＭＴＪフィットネス 取締役（現

任）
2021年６月 当社 取締役専務執行役員ＣＯＯ
2022年８月 当社 取締役専務執行役員ＣＯＯ兼リフォ

ーム事業部長
2023年６月 当社 代表取締役社長（現任）
2025年５月 株式会社ジョイフルエーケー 取締役（現

任）

25,300株

取締役候補者とした理由

平山育夫氏は、当社において、長年にわたり店舗運営、商品部等の業務に
従事し、商品部長、管理本部長、専務執行役員ＣＯＯ等を歴任し、2023年
６月より当社代表取締役社長を務め、強いリーダーシップを発揮し当社を
牽引しております。店舗経営に関する豊富な経験と業務執行力を有し、当
社の事業に幅広く精通していることから、当社の更なる企業価値向上を図
るために適任であると判断し、引き続き取締役候補者とするものでありま
す。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

ほんだ まさる
本田 理

（1959年２月14日生）
再任

1986年３月 株式会社ホンダ産業入社
1992年10月 同社 取締役
1998年10月 同社 専務取締役
2001年１月 ㈱ジョイフル本田 取締役
2003年10月 株式会社ホンダ産業 代表取締役社長
2005年８月 当社 取締役
2016年９月 当社 顧問
2017年９月 当社 取締役
2018年４月 株式会社ホンダ産業 取締役会長
2020年４月 当社 取締役顧問（現任）

1,847,500株

取締役候補者とした理由

本田理氏は、当社および当社グループ会社の要職を歴任し、当社の経営に
関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社取締役として、経営の
重要事項の決定および業務執行の監督等の役割を適切に果たしております。
当社の更なる企業価値向上を図るために適任であると判断し、引き続き取
締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

しらかわ とうこ
白河 桃子

（1961年４月25日生）
再任
社外
独立

2002年４月 本格的に著述活動開始
2013年４月 相模女子大学 客員教授
2015年９月 内閣官房「一億総活躍国民会議」 民間議

員
2016年３月 内閣府男女共同参画局「重点方針専門調査

会」 委員
2016年９月 内閣官房「働き方改革実現会議」 有識者

議員
2017年３月 内閣府男女局「男女共同参画会議 重点方

針専門調査会」 専門委員
2017年５月 内閣官房「ニッポン一億総活躍プラン」

フォローアップ会合委員
2018年３月 日本証券業協会「証券業界におけるＳＤＧ

ｓの推進に関する懇談会」 公益委員
2018年４月 昭和女子大学総合教育センター 客員教授
2018年10月 内閣官房「働き方改革実現会議」 フォロ

ーアップ会合委員
2019年６月 経済産業省「新たなコンビニのあり方検討

会」 委員
2020年３月 総務省「テレワーク普及展開方策検討会」

委員
2020年４月 相模女子大学大学院 特任教授
2020年４月 株式会社サンワカンパニー 社外取締役
2020年９月 当社 社外取締役（現任）
2021年４月 大和アセットマネジメント株式会社 社外

取締役（現任）
2021年７月 ＮＰＯ法人全国地域結婚支援センター

理事
2022年７月 住友生命保険相互会社 社外取締役（現任）
2025年４月 昭和女子大学ダイバーシティ推進機構 客

員教授（現任）

−

社外取締役候補者とした
理由及び期待される役割

白河桃子氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、働き方改
革、ダイバーシティ、女性活躍、ワークライフ・バランス、自律的キャリ
ア形成、ＳＤＧｓなどをテーマにジャーナリスト、作家、教育者、公的な
諸会議の委員として長年にわたり各分野の職務に携わるなど、豊富な経験
と幅広い見識を有しております。同氏の豊富な経験と幅広い見識を生かし
て、経営全般における有益な提言をいただき、独立かつ客観的な立場から
当社の経営事項の決定および業務執行を監督していただくとともに、当社
社員の働き方や女性のキャリア形成などに十分な役割を果たしていただく
ことを期待し、引き続き社外取締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

とくら けいた
戸倉 圭太

（1981年５月２日生）
再任
社外
独立

2004年４月 最高裁判所司法研修所入所
2005年10月 最高裁判所司法研修所修了・弁護士登録

アンダーソン・毛利・友常法律事務所（現
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国
法共同事業）入所

2008年４月 大和証券エスエムビーシー株式会社勤務
2012年６月 ニューヨーク州弁護士登録
2014年１月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所（現

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国
法共同事業） パートナー（現任）

2016年４月 成蹊大学経済学部 非常勤講師
2019年12月 Ｉｄｅｉｎ株式会社 社外監査役（現任）
2020年４月 一橋大学大学院法学研究科 非常勤講師

（現任）
2020年９月 当社 社外取締役（現任）

−

社外取締役候補者とした
理由及び期待される役割

戸倉圭太氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、企業の合
併・買収、資本市場を含む各種の金融取引、コーポレート・ガバナンスの
分野を中心として企業法務に携わり、また証券会社のＭ＆Ａアドバイザリ
ー部門での勤務経験を有するなど、法務、Ｍ＆Ａ、およびＩＴを含めた企
業の戦略的意思決定に関する豊富な経験と幅広い見識を有しております。
同氏の豊富な経験と幅広い見識を生かして、経営全般における有益な提言
をいただき、独立かつ客観的な立場から当社の経営事項の決定および業務
執行を監督していただくとともに、当社の今後の事業戦略などに十分な役
割を果たしていただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者とするも
のであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

５

しばやま しんいち
柴山 慎一

（1957年６月２日生）
新任
社外
独立

1980年４月 日本電気株式会社入社
1990年８月 株式会社野村総合研究所入社
2000年４月 同社 経営コンサルティング部長
2002年４月 同社 コンサルティング第一事業本部長
2004年４月 同社 コンサルティング事業推進本部長
2005年４月 同社 広報部長兼ＩＲ室長
2009年４月 同社 総務部長
2012年４月 ＮＲＩデータアイテック株式会社 代表取

締役社長
2015年７月 ＮＲＩみらい株式会社 代表取締役社長
2017年４月 社会情報大学院大学（現社会構想大学院大

学）教授
2018年６月 ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株

式会社 社外取締役（現任）
2019年６月 シダックス株式会社 取締役
2019年６月 日本広報学会 理事長
2020年４月 シダックス株式会社 取締役専務執行役員
2022年６月 日本パブリックリレーションズ協会 理事

（現任）
2025年４月 教育テック大学院大学教授（現任）

−

社外取締役候補者とした
理由及び期待される役割

柴山慎一氏は、野村総合研究所グループなどにおいて要職を歴任し、複数
の企業において経営に携わるなど、企業経営や企業コンサルティングに関
する豊富な経験・見識を有しております。また、日本広報学会の理事長を
務めるなど、広報・ＰＲ分野における学術的な知見と実践的な経験を兼ね
備えております。同氏の豊富な経験と幅広い見識を生かして、経営全般に
おける有益な提言をいただき、独立かつ客観的な立場から当社の経営事項
の決定および業務執行を監督していただくとともに、当社の今後の事業戦
略などに十分な役割を果たしていただくことを期待し、社外取締役候補者
とするものであります。

（注）１．略歴中に記載されている㈱ジョイフル本田は、2011年６月に当社と合併し、消滅した会社であります。
２．略歴中に記載されている株式会社ホンダ産業は、2020年３月に当社と合併し、消滅した会社でありま

す。
３．各取締役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
４．取締役候補者白河桃子氏の戸籍上の氏名は、小林美紀であります。
５．白河桃子氏、戸倉圭太氏、柴山慎一氏は社外取締役候補者であります。
６．白河桃子氏、戸倉圭太氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、それぞれ５年、５

年となります。
７．本田理氏、白河桃子氏、戸倉圭太氏の取締役選任が承認可決された場合は、当社は本田理氏、白河桃

子氏、戸倉圭太氏との間で会社法第427条第１項に基づき、損害賠償責任を限定する契約を継続する
予定であります。この場合、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、300万円と法令が定める額の
いずれか高い額となります。

８．柴山慎一氏の取締役選任が承認可決された場合は、当社は柴山慎一氏との間で会社法第427条第１項
に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。この場合、当該契約に基づく損
害賠償責任限度額は、300万円と法令が定める額のいずれか高い額となります。

９．社外取締役候補者白河桃子氏、戸倉圭太氏は、東京証券取引所が定める要件に加え、当社社外役員の
独立性基準に基づく独立役員として、同取引所に届け出ており、原案どおり選任された場合、引き続
き独立役員となる予定であります。
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10．社外取締役候補者柴山慎一氏は、原案どおり選任された場合、東京証券取引所が定める要件に加え、
当社社外役員の独立性基準に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

11．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、本議案が原
案どおり承認され、取締役に就任した場合には、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。ま
た、2026年８月に同契約を更新する予定でおります。当該保険契約では、被保険者である役員等がそ
の職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず
ることのある損害について填補することとされております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性
が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に
起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特約部分も含め会社
が全額負担しております。
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第２号議案 監査役３名選任の件
本総会の終結の時をもって監査役全員（３名）が任期満了となります。つきましては、

監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、監査役候補者は、「取締役・監査役の選任基準」（55〜56頁に記載）に基づき、

委員の過半数が社外取締役で構成され、社外取締役が委員長を務める任意の指名委員会の
答申を経ております。
また、社外監査役候補者については、「社外役員の独立性基準」（57頁に記載）を満た

しております。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位

取締役会・
監査役会への
出席状況

1 再 任
お た ぎ り ゆ み こ

小田切 弓子
社 外
独 立

社外監査役

取締役会
14回中14回
（100％）
監査役会

17回中17回
（100％）

2 新 任
うち な し し ん す け

内梨 晋介
社 外
独 立

− −

3 新 任
お ざ わ あ き こ

小澤 亜季子
社 外
独 立

− −

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が２回ありました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

おたぎり ゆみこ
小田切 弓子

（1975年12月14日生）
再任
社外
独立

2002年10月 中央青山監査法人入社
2007年７月 株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳ入社
2015年12月 株式会社日本Ｍ＆Ａセンター入社
2019年10月 同社 TOKYO PRO Market事業部

経営企画室室長
2021年４月 同社 社長統括本部 戦略推進室長
2021年９月 当社 社外監査役（現任）
2022年４月 株式会社日本Ｍ＆Ａセンター 案件管理統

括部 案件管理戦略部 案件管理課 シニ
アマネージャー

2022年10月 太陽グラントソントン・アドバイザーズ株
式会社 Ｍ＆Ａアドバイザリー シニアマ
ネージャー

2024年９月 同社 Ｍ＆Ａアドバイザリー ディレクタ
ー（現任）

−

社外監査役候補者とした
理由

小田切弓子氏は、公認会計士としての財務および会計に関する専門的な知
識・経験とＭ＆Ａのアドバイザリー業務に従事した経験から経営に関する
高い見識を有しており、これらの専門的な知識・経験と高い見識を当社の
監査体制に活かしていただくため、引き続き社外監査役として選任をお願
いするものであります。なお、同氏は、直接会社経営に関与された経験は
ありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行
していただけると判断しております。

２

うちなし しんすけ
内梨 晋介

（1957年３月26日生）
新任
社外
独立

1979年４月 株式会社富士銀行（現㈱みずほ銀行）入行
2004年８月 株式会社みずほ銀行 蒲田支店長
2010年４月 同行 執行役員審査第四部長
2011年５月 ＪＵＫＩ株式会社入社 上席執行役員
2013年３月 同社 常務執行役員
2017年３月 同社 取締役常務執行役員
2018年３月 同社 取締役専務執行役員
2020年３月 同社 代表取締役専務執行役員
2021年１月 同社 代表取締役社長ＣＯＯ
2023年３月 同社 取締役社長
2023年９月 ＡＩメカテック株式会社 社外取締役
2024年７月 ＪＵＫＩ株式会社 取締役
2025年３月 同社 顧問

−

社外監査役候補者とした
理由

内梨晋介氏は、㈱みずほ銀行において執行役員を務め、金融機関での豊富
な経験と財務・会計に関する高度な知見を有しております。また、2021
年からＪＵＫＩ㈱の代表取締役社長ＣＯＯに就任し、グローバルな製造業
の経営を担うなど、企業経営に関する卓越した見識と実績を有しておりま
す。これらの豊富な経験と高度な専門知識、ならびに企業経営者としての
卓越した見識と実績を当社の監査体制に生かしていただくため、社外監査
役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

おざわ あきこ
小澤 亜季子

（1987年２月15日生）
新任
社外
独立

2012年12月 東京弁護士会弁護士登録
2012年12月 センチュリー法律事務所入所
2021年１ 月 内閣府外局カジノ管理委員会事務局出向
2023年６ 月 中立電機株式会社 社外監査役
2024年１ 月 防衛省 再就職等監察官（現任）
2024年１ 月 東京簡易裁判所 司法委員
2024年３ 月 株式会社チャレナジー 社外監査役（現任）
2024年３ 月 株式会社ＴＨＩＲＤ 社外監査役
2025年２ 月 ＧＫ総合法律事務所設立 代表（現任）

−

社外監査役候補者とした
理由

小澤亜季子氏は、弁護士として企業法務やＭ＆Ａ、労働紛争等に携わり、
法律の専門家としての豊富な経験と知見を有しております。また、社外監
査役としての経験から、企業経営の監督における実践的な知見も兼ね備え
ており、さらに、法律事務所を設立するなど、組織運営の観点からも優れ
た見識を有しております。これらの専門的な知識・経験と高い見識を当社
の監査体制に生かしていただくため、社外監査役候補者とするものであり
ます。なお、同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上
記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけると
判断しております。

（注）１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者小澤亜季子氏の戸籍上の氏名は、戸塚亜季子であります。
３．小田切弓子氏、内梨晋介氏、小澤亜季子氏は、社外監査役候補者であります。
４．小田切弓子氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって、４年となります。
５．小田切弓子氏の監査役選任が承認可決された場合は、当社は小田切弓子氏との間で会社法第427条

第１項に基づき、損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。この場合、当該契約に
基づく損害賠償責任限度額は、300万円と法令が定める額のいずれか高い額となります。

６．内梨晋介氏、小澤亜季子氏の監査役選任が承認可決された場合は、当社は内梨晋介氏、小澤亜季子
氏との間で会社法第427条第１項に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。この場合、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、300万円と法令が定める額のいずれか高
い額となります。

７．社外監査役候補者小田切弓子氏は、東京証券取引所が定める要件に加え、当社社外役員の独立性基
準に基づく独立役員として、同取引所に届け出ており、原案どおり選任された場合、引き続き独立
役員となる予定であります。

８．社外監査役候補者内梨晋介氏、小澤亜季子氏は、原案どおり選任された場合、東京証券取引所が定
める要件に加え、当社社外役員の独立性基準に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る
予定であります。

９．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、本議案が
原案どおり承認され、監査役に就任した場合には、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。
また、2026年８月に同契約を更新する予定でおります。当該保険契約では、被保険者である役員等
がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによっ
て生ずることのある損害について填補することとされております。ただし、法令違反の行為である
ことを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
保険料は特約部分も含め会社が全額負担しております。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任を

お願いいたしたいと存じます。
補欠監査役として就任した場合、その任期は前任者の残任期間とします。
決議の効力は次回定時株主総会開始の時までとします。
なお、補欠監査役候補者は、「取締役・監査役の選任基準」（55〜56頁に記載）に基づ

き、委員の過半数が社外取締役で構成され、社外取締役が委員長を務める任意の指名委員
会の答申を経ております。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日) 略歴および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

ますぶち としひろ
増渕 敏弘

(1961年７月２日生)

2013年９月 株式会社コジマ 取締役 総務人事部 本
部長

2015年１月 当社入社 商品部 マネージャー
2018年９月 株式会社ホンダ産業 監査役
2020年３月 当社 内部統制推進部 アート・クラフト

事業部担当部長
2021年６月 当社 総務部 内部統制推進担当
2023年６月 当社 リスクマネジメント部 法務・リス

ク管理担当（現任）

100株

（注）１．略歴中に記載されている株式会社ホンダ産業は、2020年３月に当社と合併し、消滅した会社であり
ます。

２．補欠監査役候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
３．補欠監査役候補者の選任理由

増渕敏弘氏は、株式会社コジマにおいて企業経営全般に携わり、また、当社グループ会社の監査役、
当社内部統制推進部門の責任者、リスクマネジメント部門等を歴任し、それらの豊富な経験と高い
見識を当社の監査に生かしていただくことを期待し、補欠監査役候補者とするものであります。

４．増渕敏弘氏が監査役に就任した場合は、当社は同氏との間で会社法第427条第１項に基づき、損害
賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。この場合、当該契約に基づく損害賠償責任限
度額は、300万円と法令が定める額のいずれか高い額となります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、本議案が
原案どおり承認され、監査役に就任した場合には、増渕敏弘氏は当該保険契約の被保険者となりま
す。また、2026年８月に同契約を更新する予定でおります。当該保険契約では、被保険者である役
員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生ずることのある損害について填補することとされております。ただし、被保険者の職務の
執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であることを認識し
て行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特
約部分も含め会社が全額負担しております。

以 上
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（ご参考）

取締役候補者および監査役候補者に特に期待する分野

第１号議案で付議させていただいている取締役候補者および第２号議案で付議させてい
ただいている監査役候補者に特に期待する分野（３つまで）は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏 名 企業経営 業界経験 法務/

ガバナンス
財務会計/
Ｍ＆Ａ

人事/
ダイバー
シティ

ＩＴ/
デジタル

環境/
社会

取
締
役

1 平山 育夫 ● ● ●

2 本 田 理 ● ● ●

3 白河 桃子 ● ● ●

4 戸倉 圭太 ● ● ●

5 柴山 慎一 ● ● ●

監
査
役

1 小田切 弓子 ● ●

2 内梨 晋介 ● ● ●

3 小澤 亜季子 ● ●

（注）１．上記一覧表は、取締役候補者および監査役候補者が有する専門性・経験・知見のすべてを網羅するも
のではありません。

２．業界経験の業界とは流通業界または小売業界をいいます。
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（ご参考）
〈取締役・監査役の選任基準〉

１．取締役

(１) 取締役候補者の選任方針
取締役会は、審議を行うにあたり適切な規模とし、適切な意思決定と経営監督の実現

を図るため、多様性を確保する観点から、社内および社外それぞれから、優れた見識と
高度な専門性を有する者を複数選任する。

(２) 取締役候補者の選任基準
① 経営に関する優れた見識を有していること
② 遵法精神と倫理性そして社会性を備えていること
③ 高い視点と広い視野を持ち、先見性と洞察力に優れていること
④ 「経営判断の原則」に則り会社にとって最良の判断を行う能力を有していること
⑤ 社外取締役においては通算在任期間が８年未満で、マネジメントの監督ができると

ともに、マネジメントに対して有益な助言や提言ができること
⑥ 取締役として、職務を誠実に遂行するだけの時間を確保できること

(３) 取締役候補者の選任手続き
社長と社外取締役である指名委員会委員長とで取締役候補者の選任案を作成し、指名

委員会による審議を経て取締役会で決議のうえ、株主総会に付議する。
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２．監査役

(１) 監査役候補者の選任方針
取締役の職務執行について中立性と独立性をもって適正に監査するため、経営に関す

る優れた見識を有している者を選任する。

(２) 監査役候補者の選任基準
① 監査役としての通算在任期間が８年未満で、人格・見識に優れ、法律、財務会計、

企業経営等いずれかの分野における専門性を有していること
② 遵法精神と倫理性そして社会性を備えていること
③ 独立性の観点から公正不偏の態度を保持できること
④ 経営の健全性と透明性を確保することを目的として、マネジメントとの円滑な対話

ができること
⑤ 監査役として、職務を誠実に遂行するだけの時間を確保できること

(３) 監査役候補者の選任手続き
社長と社外取締役である指名委員会委員長とで監査役候補者の選任案を作成し、監査

役（会）の意見も尊重したうえで指名委員会による審議を行い、監査役会の同意を得た
後に取締役会で決議のうえ、株主総会に付議する。

以 上
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（ご参考）
〈社外役員の独立性基準〉

当社は、社外役員（社外取締役および社外監査役）の独立性基準を東京証券取引所が定め
る独立役員の要件に加え、以下の①〜③のいずれかに該当した場合は独立性を有しないもの
と判断する。

① 現在または過去10年間において、当社グループ(注１)の業務執行者(注２)であった者

② 過去３年間において、下記a〜gのいずれかに該当していた者
a. 当社グループとの一事業年度の取引額が、年間1,000万円を超え、かつ当社または当

該取引先のいずれかの売上高の２％を超える取引先またはその業務執行者
b. 当社の総議決権の５％を超える議決権を保有する大株主またはその業務執行者
c. 直近事業年度における当社の総資産の２％を超える額を当社グループに融資している

当社グループの借入先（当該借入先が法人等の団体である場合は、その業務執行者）
d. 当社グループより年間1,000万円を超える寄付または助成を受けた者（当該関係を有

する者が法人等の団体である場合は、その業務執行者）
e. 当社より役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を得てい

るコンサルタント、弁護士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者、または年
間1,000万円を超え、かつその売上高もしくは年間総収入額の２％を超える報酬を受
けたコンサルティング・ファーム、法律事務所、監査法人等の専門的サービスを提供
する団体に所属する者

f. 当社の業務執行者が他の会社の社外役員に就任している場合における当該他の会社の
業務執行者

g. 当社の会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

③ 上記①および②に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族
以 上

(注１)当社グループとは、当社および当社の子会社をいう。以下同じ。
(注２)業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締

役のみならず、使用人を含む。以下同じ。
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
■ 会 場 茨城県つくば市吾妻１丁目1364-1

ホテル日航つくば 別館１階 昴
電話 029-852-1112

【常磐高速道路ご利用の場合】
●桜土浦Ｉ.Ｃ. つくば方面出口から「大角豆（ささぎ）交差点」を右折、東大通りを約４km程直進後、「学園東交差点」を左折し、２つ目

の信号を右折。（Ｉ.Ｃ.より約10分）
【つくばエクスプレスご利用の場合】
●つくば駅（終点）Ａ３出口より右手に進み、前方の大階段を上った左手にある建物（５階建・別館）の２階入り口からお入りください。

【ＪＲ常磐線ご利用の場合】
●土浦駅・荒川沖駅→つくばセンター
各駅からタクシーまたはバスをご利用ください。（タクシー約15分、バス約25分〜30分）
各駅からバスをご利用の場合は、「つくばセンター行」または「筑波大学病院行」に乗車、「つくばセンター」で下車してください。

【東京駅から高速バスご利用の場合】
東京駅八重洲南口より「筑波大学行」または「つくばセンター行」に乗車し、「つくばセンター」で下車してください。（約80分）

※お土産、駐車券のご用意はございません。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。
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